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平
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二
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三
年
三
月
三
十
一
日

一
七



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

一
八

10
平
成
21年
度
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

一
九

11
平
成
21年
度
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

二
〇

12
平
成
21年
度
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
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平
成
二
十
三
年
三
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三
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一
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二
一



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

二
二

13
平
成
21年
度
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

二
三

14
平
成
21年
度
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

二
四



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

二
五

15
監
査
委
員
の
意
見

平
成
22年

9月
７
日

山
梨
県
知
事
　
横
　
内
　
正
　
明
　
殿

山
梨
県
監
査
委
員
　
輿
　
　
水
　
　
修
　
　
策

山
梨
県
監
査
委
員
　
中
　
　
込
　
　
孝
　
　
元

山
梨
県
監
査
委
員
　
土
　
　
屋
　
　
　
　
　
直

山
梨
県
監
査
委
員
　
岡
　
　
　
　
　
　
　
　
伸

平
成
21年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

地
方
自
治
法
第
233条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
平
成
21年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

平
成
21年

度
歳
入
歳
出
決
算
審
査
意
見
書

第
1
審
　
査
　
の
　
対
　
象

平
成
21年

度
　
　
山
　
梨
　
県
　
一
　
般
　
会
　
計

平
成
21年

度
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計

平
成
21年

度
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計

第
2
審
　
査
　
の
　
期
　
間

平
成
22年

8月
11日

か
ら
平
成
22年

9月
3日
ま
で
　

第
3
審
　
査
　
の
　
手
　
続

審
査
に
当
た
っ
て
は
、



山
梨
県
公
報
号
外

第
二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

二
六

1
決
算
の
計
数
は
、
関
係
諸
帳
票
及
び
証
拠
書
類
等
と
符
合
し
正
確
で
あ
る
か

2
予
算
の
執
行
は
、
議
決
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
か
つ
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か

3
財
務
に
関
す
る
事
務
は
、
財
務
規
則
及
び
関
係
法
令
等
に
適
合
し
て
公
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か

4
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か

な
ど
の
諸
点
に
主
眼
を
お
き
、
決
算
報
告
書
、
諸
帳
票
及
び
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る
と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を
踏

ま
え
決
算
審
査
を
行
っ
た
。

第
4
決
　
算
　
の
　
状
　
況

１
　
決
算
規
模

一
般
会
計
の
歳
入
は
4,869億

6,474万
9,668円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7.8％

増
加
し
、
歳
出
額
は
4,788億

7,369万
3,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7.7％

増
加
し
た
。

恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11の

特
別
会
計
の
歳
入
額
は
、
2,745億

13万
6,450円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
0.7％

減
少
し
、
歳
出
額
は
2,621億

2,917万
780円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1.3％

減
少
し
た
。

２
　
決
算
収
支

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
で
あ
る
形
式
収
支
は
、
80億

9,105万
6,668円

、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
、
21億

5,452万
4,423円

で
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

ま
た
実
質
収
支
か
ら
前
年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
は
、
1億
2,697万

365円
の
黒
字
と
な
り
、
財
政
調
整
基
金
の
積
立
を
行
な
っ
た
実
質
単
年
度
収
支
は
、
11億

4,487万
3,788円

の
黒
字
と
な
っ
た
。

特
別
会
計
の
形
式
収
支
は
、
123億

7,096万
5,670円

、
実
質
収
支
は
121億

9,732万
9,991円

で
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

ま
た
、
単
年
度
収
支
及
び
実
質
単
年
度
収
支
は
、
16億

820万
8,716円

の
黒
字
と
な
っ
た
。

第
5
審
査
の
結
果
及
び
意
見

一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
関
係
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
及
び
指
定
金
融
機
関
等
の
残
高
証
明
書
の
計
数
と
合
致
し
て
お
り
、
ま
た
、
予
算
の
執
行
、
財
務
に
関
す
る
事
務
及
び
財
産
の
管

理
は
、
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
次
の
1か
ら
4に
記
載
す
る
留
意
又
は
改
善
す
べ
き
事
項
が
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
適
切
に
処
理
さ
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。

１
　
一
般
会
計
に
つ
い
て

（
1）
歳
　
入

①
歳
入
決
算
額
は
、
4,869億

6,474万
9,668円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
353億

1,715万
8,299円

（
7.8％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
主
に
、
県
税
が
288億

6,319万
6,437円

減
少
し
た
も
の
の
、
国
庫
支
出
金
が
291億

1,746万
9,316円

、
県
債
が
276億

3,940万
円
及
び
繰
入
金
が
99億

1,144万
4,166円

増
加
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

歳
入
状
況
を
自
主
財
源
と
依
存
財
源
で
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、
自
主
財
源
が
34.7％

、
依
存
財
源
が
65.3％

と
な
っ
て
お
り
、
自
主
財
源
の
割
合
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7.0

ポ
イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
自
主
財
源
の
49.2％

を
占
め
る
県
税
が
、
景
気
後
退
に
伴
う
法
人
二
税
の
落
ち
込
み
に
よ
り
、
288億

6,319万
6,437円

と
大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
と
、
依
存
財
源
で
あ
る
国
庫
支
出
金

が
、
国
の
補
正
予
算
に
お
い
て
各
種
交
付
金
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
291億

1,746万
9,316円

増
加
し
た
こ
と
及
び
県
債
が
、
臨
時
財
政
対
策
債
並
び
に
減
収
補
て
ん
債
特
例
分
等
の
発

行
に
よ
り
276億

3,940万
円
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
県
税
が
減
少
し
た
主
な
要
因
は
、
法
人
二
税
や
自
動
車
二
税
の
減
少
、
前
年
度
ま
で
県
税
と
し
て
収
入
し
て
い
た
法
人
事
業
税
の
一
部
が
、
平
成
21年

度
か
ら
地
方
法
人
特
別
譲
与
税
と



山
梨
県
公
報
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外
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二
十
九
号
　
　
平
成
二
十
三
年
三
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三
十
一
日

二
七

し
て
、
依
存
財
源
に
振
り
替
わ
っ
た
こ
と
で
あ
る
。

我
が
国
の
経
済
状
況
は
、
平
成
22年

8月
に
内
閣
府
が
公
表
し
た
月
例
経
済
報
告
に
よ
る
と
、「
景
気
は
、
着
実
に
持
ち
直
し
て
き
て
お
り
、
自
立
的
回
復
へ
の
基
盤
が
整
い
つ
つ
あ
る
が
、
失
業

率
が
高
水
準
に
あ
る
な
ど
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。」
と
さ
れ
て
い
る
。

同
様
に
本
県
経
済
状
況
に
つ
い
て
も
、
全
体
と
し
て
持
ち
直
し
て
き
て
い
る
も
の
の
、
雇
用
情
勢
が
停
滞
す
る
中
、
地
場
関
連
産
業
は
需
要
の
低
迷
に
よ
り
低
調
な
状
況
に
あ
り
、
引
き
続
き
厳

し
い
状
況
に
あ
る
と
い
わ
ざ
る
を
え
な
い
。

こ
う
し
た
経
済
動
向
の
中
で
、
県
の
財
政
基
盤
の
安
定
を
図
る
た
め
に
は
、
県
内
経
済
の
活
性
化
を
図
る
施
策
を
積
極
的
に
推
進
し
、
県
税
を
は
じ
め
と
し
た
自
主
財
源
の
充
実
、
確
保
に
努
め

ら
れ
た
い
。

同
時
に
、
地
方
税
財
源
の
充
実
と
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
・
財
源
調
整
機
能
が
強
化
さ
れ
る
よ
う
引
き
続
き
国
に
要
望
さ
れ
た
い
。

②
県
債
は
、
972億

230万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
276億

3,940万
円
（
39.7％

）
増
加
し
、
県
債
発
行
額
が
県
債
償
還
元
金
629億

5,348万
5,475円

を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
残
高
は
、

9,214億
6,413万

7,843円
と
年
々
累
増
し
て
い
る
。

県
債
残
高
の
増
加
は
、
後
年
度
の
大
き
な
財
政
負
担
と
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
要
因
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
県
債
等
残
高
削
減
計
画
の
着
実
な
推
進
を
図
ら
れ
た
い
。

③
不
納
欠
損
額
は
、
3億
6,232万

5,004円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,077万

7,550円
（
2.9％

）
減
少
し
て
い
る
。

不
納
欠
損
処
分
に
当
た
っ
て
は
、
債
権
管
理
の
効
率
性
や
決
算
に
お
け
る
債
権
の
適
正
な
表
示
を
行
う
意
味
か
ら
、
常
に
実
態
の
把
握
に
努
め
、
時
効
期
限
が
到
来
し
た
債
権
な
ど
に
つ
い
て
速

や
か
に
不
納
欠
損
処
分
の
手
続
き
を
行
う
な
ど
、
適
切
に
対
応
さ
れ
た
い
。

④
収
入
未
済
額
は
、
49億

584万
2,597円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
9,184万

9,258円
（
3.8％

）
減
少
し
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
県
税
の
収
入
未
済
額
は
、
40億

3,129万
7,983円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2億
4,598万

2,213円
減
少
し
て
い
る
。
そ
の
主
な
も
の
は
、
個
人
県
民
税
24億

9,517万
9,056円

、
自

動
車
税
6億
6,354万

1,535円
及
び
不
動
産
取
得
税
5億
1,174万

3,345円
で
あ
る
。

県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
は
、
8億
7,454万

4,614円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
5,413万

2,955円
増
加
し
て
い
る
。
そ
の
主
な
も
の
は
県
営
住
宅
使
用
料
3億
9,779万

2,502円
、
行
政
代
執
行
に

係
る
費
用
2億
33万

3,819円
及
び
県
補
助
金
返
還
金
7,405万

円
で
あ
る
。

収
入
未
済
額
は
、
49億

584万
円
余
と
引
き
続
き
多
額
で
あ
る
。
債
権
の
回
収
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
確
保
と
公
平
負
担
の
観
点
か
ら
重
要
な
課
題
で
あ
り
、
今
後
と
も
滞
納
の
実

態
把
握
に
努
め
、
督
促
、
滞
納
処
分
等
法
令
に
基
づ
く
厳
正
な
債
権
管
理
を
行
い
、
収
入
未
済
額
の
解
消
と
新
規
発
生
の
防
止
に
努
め
ら
れ
た
い
。

（
2）
歳
　
出

①
歳
出
決
算
額
は
、
4,788億

7,369万
3,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
341億

3,770万
5,013円

（
7.7％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

性
質
別
決
算
状
況
を
み
る
と
、
行
政
経
費
は
2,257億

45万
6,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
4億
6,897万

円
（
0.2％

）
増
加
し
た
。

こ
れ
は
、
定
員
適
正
化
計
画
に
よ
る
職
員
数
の
純
減
、
全
職
員
を
対
象
と
し
た
給
料
の
特
別
減
額
措
置
の
実
施
、
人
事
委
員
会
勧
告
に
よ
る
期
末
勤
勉
手
当
の
支
給
月
数
の
引
き
下
げ
な
ど
に
よ

り
人
件
費
は
39億

2,468万
9,000円

減
少
し
た
も
の
の
、
緊
急
雇
用
創
出
事
業
臨
時
特
例
基
金
事
業
費
、
ふ
る
さ
と
雇
用
再
生
特
別
基
金
事
業
費
な
ど
の
物
件
費
の
増
加
や
、
法
人
二
税
等
償
還
金
、

産
業
集
積
促
進
助
成
金
な
ど
の
補
助
費
等
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
47.1％

と
前
年
度
よ
り
3.6ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

投
資
的
経
費
は
1,067億

2,689万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
10億

5,308万
3,000円

（
1.0％

）
増
加
し
た
。

こ
れ
は
、
単
独
事
業
費
や
国
直
轄
事
業
等
負
担
金
の
増
加
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
22.3％

と
前
年
度
よ
り
1.5ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

公
債
費
は
772億

6,859万
8,000円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
29億

629万
6,000円

（
3.9％

）
増
加
し
た
が
、
構
成
比
は
16.1％

と
前
年
度
よ
り
0.6ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

公
債
費
の
増
加
は
国
の
地
方
財
政
対
策
に
よ
り
発
行
し
た
臨
時
財
政
対
策
債
等
の
償
還
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
。

今
後
と
も
、
公
債
費
や
人
件
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
の
抑
制
に
努
め
、
硬
直
化
が
進
む
財
政
体
質
の
改
善
に
努
め
ら
れ
た
い
。

②
翌
年
度
繰
越
額
は
145事

業
、
409億

2,399万
2,014円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
36事

業
、
110億

3,643万
8,088円

（
36.9％

）
増
加
し
て
い
る
。

内
訳
は
、
継
続
費
逓
次
繰
越
2事
業
、
4億
1,085万

2,650円
、
繰
越
明
許
費
106事

業
、
378億

8,181万
7,171円

、
事
故
繰
越
し
37事

業
、
26億

3,132万
2,193円

で
あ
る
。
今
後
と
も
計
画
的
な
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事
業
執
行
に
努
め
、
そ
の
抑
制
に
努
力
さ
れ
た
い
。

③
不
用
額
は
174億

5,241万
8,912円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
36億

1,714万
8,006円

（
26.1％

）
増
加
し
て
い
る
。

今
後
と
も
事
務
事
業
の
見
直
し
を
さ
ら
に
進
め
、
実
態
に
即
し
た
予
算
の
配
分
と
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

２
　
特
別
会
計
に
つ
い
て

①
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11会

計
の
歳
入
総
額
は
、
2,745億

13万
6,450円

で
前
年
度
と
比
較
し
て
18億

7,772万
1,351円

（
0.7％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

歳
出
総
額
は
、
2,621億

2,917万
780円

で
前
年
度
と
比
較
し
て
34億

765万
1,713円

（
1.3％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

②
　
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
差
し
引
い
た
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
123億

7,096万
5,670円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
15億

2,993万
362円

（
14.1％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

③
　
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
1億
7,363万

5,679円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
121億

9,732万
9,991円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
16億

820万
8,716円

（
15.2％

）
増
加
し
て
い
る
。

④
各
会
計
ご
と
の
収
入
未
済
額
の
総
額
は
、
115億

1,378万
3,174円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
係
る
高
度
化
資
金
貸
付
金
償
還
金
111億

3,705万
9,363円

で
あ
る
。

ま
た
収
入
未
済
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
29億

1,941万
1,530円

（
34.0％

）
増
加
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
主
と
し
て
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
お
い
て
「
山
梨
ニ
ュ
ー
マ
テ
リ

ア
ル
協
業
組
合
」
等
の
収
入
未
済
額
が
29億

106万
9,000円

増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

収
入
未
済
額
の
総
額
は
多
額
で
あ
り
、
そ
の
解
消
は
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
厳
正
な
債
権
管
理
を
行
い
収
納
促
進
に
努
め
ら
れ
た
い
。

特
に
、
高
度
化
資
金
貸
付
金
償
還
金
に
つ
い
て
は
、
民
間
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
用
等
に
よ
り
適
切
か
つ
効
果
的
な
債
権
回
収
、
整
理
を
進
め
る
と
と
も
に
、
新
た
な
収
入
未
済
の
発
生
防
止
に
も
十
分

留
意
さ
れ
た
い
。

（
収
入
未
済
額
の
内
訳
）

恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計

3,236万
2,638円

（
28件

）
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

1億
4,163万

3,364円
（
441件

）
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計

111億
7,869万

5,803円
（
20件

）
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

1億
5,502万

920円
（
25件

）
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

607万
449円

（
3件
）

３
　
財
政
運
営
に
つ
い
て

①
本
県
の
財
政
状
況
は
、
歳
入
面
で
は
県
税
等
の
減
少
に
よ
り
自
主
財
源
総
額
は
1,691億

2,751万
8,272円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
189億

8,831万
8,477円

（
10.1％

）
減
少
し
て
い
る
。

ま
た
、
経
常
収
支
比
率
は
、
公
債
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
0.8ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
て
93.9％

と
な
っ
て
い
る
。

②
実
質
公
債
費
比
率
は
14.2％

と
な
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1.3ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
。
実
質
公
債
費
比
率
は
前
3か
年
（
平
成
19年

度
か
ら
21年

度
）
の
平
均
に
よ
り
算
定
さ
れ
る
が
、
単

年
度
の
比
率
に
つ
い
て
見
る
と
、
平
成
21年

度
は
16.8％

で
、
平
成
20年

度
の
13.6％

と
比
較
し
て
3.2ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
。

こ
れ
は
、
交
付
税
措
置
率
の
低
い
県
債
の
償
還
割
合
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
今
後
も
こ
の
傾
向
は
続
き
、
実
質
公
債
費
比
率
の
上
昇
傾
向
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
地
方
債
の
発

行
に
総
務
大
臣
の
許
可
が
必
要
と
な
る
18％

を
下
回
っ
て
い
る
も
の
の
一
段
と
厳
し
い
財
政
運
営
と
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
交
付
税
措
置
の
低
い
県
債
の
起
債
は
実
質
公
債
費
比
率
を
上
昇
さ

せ
る
要
因
で
あ
り
、
財
政
運
営
上
慎
重
な
意
志
決
定
が
必
要
で
あ
る
。

今
後
も
歳
入
の
大
幅
な
増
加
が
見
込
め
な
い
一
方
で
、
義
務
的
経
費
で
あ
る
社
会
保
障
費
や
公
債
費
な
ど
の
増
嵩
、
ま
た
、
財
源
不
足
を
補
て
ん
す
る
基
金
残
高
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か

ら
、
引
き
続
き
厳
し
い
財
政
運
営
を
強
い
ら
れ
る
と
と
も
に
、
財
政
の
硬
直
化
が
一
層
進
行
す
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。

③
今
後
と
も
、「
行
政
改
革
大
綱
」
に
よ
る
改
革
と
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
山
梨
行
動
計
画
」
の
着
実
な
推
進
に
よ
り
、
県
民
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
し
、
安
定
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
、

限
り
あ
る
財
源
を
重
点
的
に
配
分
し
、
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
財
政
運
営
の
確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
、
将
来
に
わ
た
っ
て
安
定
的
な
行
政
運
営
を
維
持
・
確
保
で
き
る
財
政
構
造
の
構
築
に
努
め

ら
れ
た
い
。
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４
　
財
産
に
つ
い
て

①
普
通
財
産
に
係
る
未
利
用
地
の
売
却
等
処
分
の
推
進
は
、
県
歳
入
を
確
保
す
る
上
で
重
要
で
あ
る
。
未
利
用
地
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
平
成
19年

度
に
策
定
し
た
「
山
梨
県
行
政
改
革
大
綱
」
の

計
画
に
沿
っ
て
こ
れ
ま
で
に
12件

1万
3,513.06㎡

を
売
却
し
た
も
の
の
依
然
と
し
て
33件

33万
1,511.33㎡

が
残
さ
れ
て
い
る
。
引
き
続
き
売
却
の
推
進
に
努
め
ら
れ
た
い
。

ま
た
、
土
地
貸
付
に
つ
い
て
は
、
申
し
込
み
機
会
の
公
平
・
公
正
性
を
十
分
確
保
し
た
上
で
、
幅
広
い
用
途
・
目
的
で
民
間
等
へ
の
貸
付
の
推
進
を
図
る
な
ど
未
利
用
地
の
有
効
活
用
に
努
め
ら

れ
た
い
。

②
公
共
事
業
等
に
伴
う
取
得
用
地
の
未
登
記
の
状
況
に
つ
い
て
毎
年
度
監
査
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
当
年
度
取
得
分
170筆

余
を
含
め
、
平
成
21年

度
末
累
計
で
3,500筆

を
超
え
る
未
登
記

が
あ
っ
た
。

県
有
財
産
の
適
正
管
理
の
観
点
か
ら
、
未
登
記
の
解
消
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

③
土
地
や
建
物
の
面
積
の
増
減
高
に
つ
い
て
、
公
有
財
産
台
帳
へ
の
登
録
漏
れ
や
誤
り
に
よ
る
も
の
が
い
く
つ
か
含
ま
れ
て
い
た
の
で
、
適
切
な
事
務
の
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

山
梨
県
告
示
第
百
九
十
五
号

平
成
二
十
二
年
十
一
月
定
例
県
議
会
に
お
い
て
議
決
さ
れ
た
平
成
二
十
一
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会

計
の
決
算
及
び
当
該
決
算
に
係
る
監
査
委
員
の
意
見
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

山
梨
県
知
事

横
　
　
内
　
　
正
　
　
明

１
　
決
算
の
認
定
に
係
る
議
会
の
議
決
　
認
定

２
　
山
梨
県
営
電
気
事
業
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３
　
山
梨
県
営
温
泉
事
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